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基本的ニーズ戦略の意義と展望（III）





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































? ? 糧 28．4 L　　1．4 1．1
上下水道 75．8 3．8 2．0
本 住 居 197．5 9．9 （6．6）
? 保 健 25．1～29．0 1．26～1，45 0，84～0．96
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世　銀 王DA 世　銀 IDA世　銀 IDA
貸付（融資）額（百万ドル） 11，246．91，788．4 8，985．2．3，931．424，372．2 7，947．2
世銀：IDA比　　　（％〉 86．313．7 69．6 30．4 75．424．6
構成比　　　　　　　（％） 100．0 100．0 1002 100．0 99．8 100．1
A．インフラストラクチュア 67．7 45．5 53．4 35．635．8 24．3
1．通　　信 1．3 4．2 5．0 6．2 2．1 2．7
2，電　　力 34．0 6．8 21．1 9．1 15．6 9．0
3，輸　　送 32．4 34．5 27．3 20．3 18．1 12．6
B．経済部門 24．2 45．4 32．4 39．2 50．5 50．6
4，工業，工業開発金融 15．8 28．0 17．6 5．9 22．3 7．8
5．農業，農村開発 8．4 17．4 14．3 32．9 27．3 42．5
6．観　　光 一 一 0．5 0．4 0．9 0．3
C．社会部門 1．0 9．0 11．3 10β 11．4 11．0
7．教　　育 0．3 7．1 5．3 6．4 4．0 4．5
8．人口・栄養 一 一 0．3 1．0 0．5 0．9
9．都市問題 一 一 0．2 0．8 2．3 3．1
10．上下水道 0．7 1．9 5．5 2．4 4．6 2．5
D，その他（含プログラム援助） 7．1 0．1 3．1 14．6 2．1 142
出典．世銀資料，年次報告書による．
が第13表である。世銀とIDAの融資額は近年急速に増加しているが，同時に
その内容も著しく変化している。例えばインフラ部門は，1969年度までの累
計では，世銀融資の67．7％を占めていたのに，近年（1974一一78年度）では35．8
％に下り，逆に，経済部門のうち，特に農業・農村開発は，同じ時期に，8．4
％から27．3％に上昇している。また社会部門は，1．0％から11．4％に急上昇し
ている。
　IDA融資の内容の変化は，　IDAの本来の性格からして，急速ではない。し
かし，変化の方向は世銀の融資と同じである。表の第4行目から1970年代に
入って，IDA融資の比重が大きくなっていることがわかる。しかし，　IDA融
資の財源は各国政府の出資金であり，現在のような主要先進国の低成長の時
代にあって，IDAが今後とも順調に伸びるかどうかは，予断を許さない。
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補論4．ILOの世界雇用計画に対する途上国の支持について
　前回「（1）」の第W節は，基本的ニーズ戦略の形成過程を，A．アメリカ政
府，B．　ILO，　C．世銀の順にほぼ並列的に叙述しているのみで，これら諸機
関のアプローチの内容上の相違を明示していない。また本稿の第V節Bの「途
上国の基本的ニーズ戦略批判」も，戦略一般に対する批判を述べているだけ
であって，諸機関の，必ずしも統一されているとはいえない，基本的ニーズ
理論の個々の定式化に対する途上国の対応，批判を識別していない。
　この点について，筆者は今秋の国際経済学会の席上，加藤壽延教授と吾郷
健二教授からILOと世銀のアプローチの相違，途上国の対応の相違にもっ
と関心を払うよう御批判を受けた。両教授の御批判に感謝しつつ，ここで筆
者なりの問題の整理を誠みたい。
　1976年のILO世界雇用会議が，先進資本主義諸国，社会主義諸国，途上
国諸国の三者の会議（Tripartite　CQnference）であったことからも推測し
うるように，途上国諸国は，この会議の決定を支持した。その後，1977年に
OECD，　DAC加盟国上級会議が一致して基本的ニーズ戦略を支持するに至
ったあと，1978～79年には，逆に途上国側が基本的ニーズ戦略に批判的にな
ったことは，既に本稿第V節Bで述べたとおりである。
　しかるに，1979年6月に開催された第65回ILO総会において，途上国諸
国の代表の出席のもとに，1976年世界雇用会議のフォロウ・アップの会議が
開催され，基本的ニーズ戦略を主旨とする世界雇用至言義の決定は再び支持さ
れている。
　いま，ILO，　Official　Bulletin，に掲載された「世界雇用会議のフォロウ・
アップに関する決議」をみてみると，決議は，
　　前　文
　1．世界雇用会議の原則宣言と行動計画の再確認
　E，ILO加盟国にたいする勧告
　　A．雇用と基本的ニーズ戦略の定式
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　　B．国際行動／NIEO
　　C．人口および移民政策
　田．ILOによる？日動
　IV．雇用政策会議（1964年，％122）の改訂
　V．新国際開発戦略にたいする提案
という項目からなっている。
　ここからも狂百則しうるとお・り，乏央言義は，
　（1）まず1976年の世界雇用会議の決定を支持し，
　（2）加盟国諸国に，国内の雇用促進と基本的ニーズ戦略の定式化・計画化を
促し，
　（3＞国際的にはNIEOの早期実現を要請し，　NIEOによって途上国の経済成
長の加速化と経済発展の進展を促す，
　（4）その主体的行動機関としてILOを活用する，
という内容をもっている。
　我々にとって確認しておくべきことは，この決議が，世界雇用会議の決定
の延長上にあること：基本的ニーズを広義に解釈し一従って，世界雇用会
議の定式のように，基礎的個人消費，基礎的公共サービスのみならず，雇用
の拡大，経済成長の加速化，大衆の参加なども含めて一各国の基本的ニー
ズ戦略と国際的なNIEOとを調和的に両立させようとしていること，これで
ある。
　それでは，ILOへの支持と世銀，　OECDのDACへの批判という途上国
諸国の対応の相違は，いかなる理由による’のであろうか。ここで考えられる
ことは，以下の二点である。
　第1に，ILOは途上国諸国を含めて，労使の調停機関であって，援助の供
与機関ではないこと，これに対して，世銀やDACは，むしろ援助供与機関
としての性格が強いこと。従って，ILOは将来のビジョンを定式化し，各加
盟国に勧告するのに止まるが，世銀やDACの場合には，基本的ニーズ戦略
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の推進即途上国援助の方向転換という，すぐれて具体的・現実的な内容をも
っていたことQ
　第2に，それと関連して，ILO決議の場合には基本的ニーズ戦略は広義に
理解されており，基本的ニーズ戦略がNIEOと補完的に捉えられているのに
対して，世銀やDACの場合には，具体的な援助額に関わるため，基本的ニ
ーズ戦略は狭く解釈されざるを得ないことである。なぜなら，NIEOを実現
するための基本的ニーズ戦略をもし先進諸国が真正面から取り上げたら，援
助額は現在の数倍に達してしまうであろうからである。
　ILOの決議においては，例えば，
　新国際経済秩序を建設する際の不十分な進展は，基本的ニーズの充足を
　　　　　　　　　　　　　　　　｛22）制約するひとつの重要な要因．である。
という具合に，両者を補完的に考えている。ただし，小ざいことではあるが，
この引用にある新国際経済秩序New　International’Economic　Orderには
不定冠詞aがついており，これには労働者側（第三世界側）から定冠詞the
をつけて読む，という脚註があることからもわかるとおり，ここで，基本的
ニーズ戦略と補完的に考えられている新国際経済秩序は，the　NIEOなのか，
aNIEOなのかという問題は依然として残るのであるが……。
　加藤二二教授は筆者に，基本的二Tズ戦略が本来個々の途上国がその国の
実情に合わせて開発プログラムにセットされるべきであるにも拘らず，国際
的開発戦略として援助プログアム化されてしまったために，先進諸国と途．ヒ
国諸国の間の国際政治力学の道具とされてしまい，　筆者のような単純な頭
脳の研究者も含めて　　NIEOと基本的ニーズ戦略を対立的に考える考え方
22）　ILO：　Official　Bulletin，　vol．　LXII，　1979　Series　A，　p．　95．
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が広まってしまったことを嘆かれた。筆者は加藤教授のこの御指摘から多く
のことを．得た。今後，再考したいと考えている。
（1980，　ll，．　30）
参　考　文　献（続）
前号で紹介した文献のぽかに，現在までに筆者の知りえた文献は，以下のものである。
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　　ment，　ILR，　Sept－Oct　1980．
世銀関係では，
（51）　M．　ul　Haq，　The　Poverty　Curtatn，　Columbia　University　Press，　1976．
（52）’　一，　The　Third　World　and　the　lnternational　Econo”tic　Order，　Over－
　　seas　Development　Council，　1976．
（53］　一，　lnternational　Perspeetive　on　Basic　Needs，　F＆D，　1980　Septe－
　　mber．
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